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１ 管内の概況 

（１） 管内の状況 

当時の管内は、青森県の中央を南北に貫く八甲田連峰の東側から太平洋に至るまで丘陵地が広

がっている。 

この丘陵地を中心とした東西約４５km、南北約８０km の地域で、総面積は 

約２，０５４㎢と県全体の約２１%に当たり、県内６地域県民局地域健康福祉部の中で最大の広

さを有している。 

管内の気候は、北部を除くと積雪は比較的少ないものの、６月から９月にかけて太平洋から冷

たい偏東風（ヤマセ）が吹き付け、冷害の要因となっていることが特色として挙げられる。 

また、十和田湖及び奥入瀬川周辺の地域は国立公園に指定され、丘陵地域には小川原湖をはじ

め多くの湖沼、河川を有し、希少な動植物等の豊かな自然環境にも恵まれている。 

 

（２） 管内地図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

 

       

 

                                 

 

 

 

上北地域県民局 地域健康福祉部 

（七戸庁舎） 

 ○福祉こども総室 

（上北地方福祉事務所・ 

七戸児童相談所） 

上北地域県民局 地域健康福祉部 

（十和田庁舎） 

○保健総室 

（上十三保健所) 
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（３） 市町村別面積、人口及び人口密度 

R4.10.1 R5.10.1 増減
若年人口

（0～14歳）

生産年齢人口

（15～64歳）

老年人口

（65歳以上）

十和田市 59,030 58,364 ▲ 666 5,884 31,319 20,502 25,883 725.65 80.43

三沢市 38,157 37,737 ▲ 420 4,475 22,110 10,473 17,293 119.39 316.08

野辺地町 11,854 11,541 ▲ 313 905 5,968 4,665 5,271 81.68 141.30

七戸町 14,055 13,749 ▲ 306 1,216 6,696 5,832 5,481 337.23 40.77

六戸町 10,361 10,259 ▲ 102 1,302 5,421 3,536 4,001 83.89 122.29

横浜町 4,121 4,031 ▲ 90 321 2,049 1,661 1,857 126.38 31.90

東北町 15,977 15,682 ▲ 295 1,604 7,844 6,223 5,907 326.50 48.03

六ヶ所村 10,174 10,045 ▲ 129 951 6,226 2,654 5,309 252.58 39.77

管内合計 163,729 161,408 ▲ 2,321 16,658 87,633 55,546 71,002 2,053.30 78.61

市町村名
世帯数
R5.10.1

面積
（k㎡）

人口密度
（人/k㎡）

３区分別人口（R5.10.1）人口（人）

 
１ 人口・３区分別人口及び世帯数は、令和 5 年 10 月 1 日現在の｢青森県人口移動統計調査｣より引用 

 なお、人口には県内市町村間移動者数を含んでいないため、3 区分別人口の合計とは一致しない 

２ 面積は、令和 5 年 10 月 1 日現在の国土交通省国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」よ

り引用 

３ 人口密度は表中の人口を面積で除したもの 

 

 

   当部管内の人口ピラミッド（５歳階級）  左側が男性、右側が女性 
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「令和５年青森県人口移動統計調査」より（同年１０月１日現在） 
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２ 沿革 
   （１）～（３）は平成１４年４月１日、十和田保健所、三沢保健所、上北地方福祉事務所、八 

  戸児童相談所七戸支所が上北地方健康福祉こどもセンターに統合となる前の各部の沿革 

 

（１） 旧保健総室（上十三保健所） 

昭和２２年 ７月 １日 七戸保健所設置。（七戸町役場の一部） 

管轄区域５町１１村（野辺地町、七戸町、三本木町、百石町、大三沢町、 

浦野舘村、甲地村、六ヶ所村、天間林村、十和田村、大深内村、藤坂村、 

四和村、下田村、六戸村、横浜村） 

昭和２７年 ５月 １日 三本木保健所設置。（上北郡三本木町大字三本木字南金崎官地） 

管轄区域３町５村（三本木町、大三沢町、百石町、十和田村、藤坂村、

四和村、六戸村、下田村） 

昭和２９年 ３月 １日 三本木保健所大三沢支所設置。（大三沢町役場西部支所の一部を借用。） 

  昭和３３年 ９月 １日 大三沢町が三沢市となる。 

昭和３３年１１月２１日 三本木保健所が十和田保健所に、大三沢支所が十和田保健所三沢支所 

に改称。 

昭和３５年 ８月    十和田保健所及び十和田保健所三沢支所は型別再編成によりＲ４型と 

なる（注）。管轄地域２市３町１村（十和田市、三沢市、百石町、十和田

湖町、六戸町、下田村） 

昭和３７年 ４月 １日 保健所の機構改正により保健婦係新設。 

昭和４０年 １月 １日 十和田保健所三沢支所は昇格し、新保健所法（昭和２２年９月５日法 

律第１０１号）に基づく三沢保健所として発足する。十和田保健所は十 

和田市、十和田湖町、六戸町を管轄、三沢保健所は三沢市、百石町、下 

田村を管轄。 

昭和４０年 ３月 ２日 十和田保健所Ｒ５型となる。（注） 

昭和４１年 ７月 ２日 十和田保健所Ｌ５型となる。（注） 

昭和４４年 ８月１３日 現在地が市有地から県有地となり、敷地番は十和田市西二番町 55 の

4 に変更（住所は十和田市西二番町 10 の 15） 

昭和４７年 ４月 １日 青森県行政組織規則の改正により、保健所は総務課、環境衛生課、保 

健予防課、保健婦課の四課制となる。 

昭和４９年 ３月３０日 七戸保健所庁舎移転。（七戸町蛇坂 57 の 27）管轄区域５町２村（野 

辺地町、七戸町、横浜町、上北町、東北町、天間林村、六ヶ所村） 

昭和５０年 ９月２２日 十和田保健所が同一敷地内に新築移転。 

昭和５７年 ４月 １日 十和田保健所Ｌ４型となる。（注） 

平成 元年１１月 １日 十和田保健所上十三地域保健医療推進協議会を設置。 

平成 ４年 ４月 １日 青森県行政組織規則の改正により、保健所は総務課、環境衛生課、保 

健予防課、健康増進課の四課制となる。 

 

 （注）かつて保健所は、Ｕ型（都市型）、Ｒ型（農山漁村型）、Ｌ型（人口希薄地域型）に大別され

ていた。 
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平成 ９年 ４月 １日 保健所の再編成により、七戸保健所が廃止、十和田保健所の管轄区域 

は１市５町１村となる。（十和田市、七戸町、十和田湖町、六戸町、上北 

町、東北町、天間林村）また、三沢保健所の管轄区域は１市２町１村（三 

沢市、野辺地町、横浜町、六ヶ所村）となり、県行政組織規則等の一部 

改正により、百石町及び下田町は八戸保健所の管轄区域となる。 

  平成１４年 ４月 １日 旧十和田保健所及び旧三沢保健所は統合し、上十三保健所と改称。 

 

（２） 旧福祉総室（上北地方福祉事務所） 

  昭和２６年１０月 １日 社会福祉事務所設置に関する条例（昭和 26 年９月 19 日青森県条例第

62 号）により、上北社会福祉事務所として二課制(庶務、福祉）で開設す

る。（七戸町字七戸 48 の３上北地方事務所庁舎） 

  管轄区域は５町１１村（野辺地町、七戸町、三本木町、百石町、大三

沢町、横浜村、浦野舘村、甲地村、四和村、大深内村、藤坂村、天間林

村、六戸村、六ヶ所村、十和田村、下田村） 

  昭和２９年 ５月 １日 県条例７号により、上北地方福祉事務所と改称する。 

  昭和３０年 ２月 １日 三本木町、大深内村、藤坂村、四和村が合併し、三本木市となる。（後

に十和田市と改称）（管内管轄地域は４町８村） 

  昭和３３年 ９月 １日 大三沢町が三沢市となる。（管内管轄地域は３町８村） 

              その後、十和田村、六戸村、横浜村、浦野舘村、甲地村、下田村が町

制を施行し、管内管轄地域は次の９町２村となる。 

              野辺地町、七戸町、百石町、十和田湖町、六戸町、横浜町、上北町、 

              東北町、下田町、天間林村、六ヶ所村 

  昭和３９年 ４月 １日 三課制（庶務、保護、福祉）に組織替する。 

  昭和４３年 ５月 １日 十勝沖地震による破損が著しく入居不可能となり、以後三度の庁舎移

転をする。 

  昭和４４年 ４月 １日 二課制（総務、保護）に組織替する。 

  昭和４８年 ４月 １日 三課制（総務、保護、福祉）に組織替する。 

  昭和５３年 ４月 １日 新福祉事務所構想により六法総合担当制に移行し、四課制（総務、福

祉第一、福祉第二、福祉第三）となる。 

  平成 ３年 ４月 １日 現庁舎新築により現在地に移転する。（七戸町字蛇坂 55 の 1） 

  平成 ５年 ４月 １日 平成２年６月の福祉関連８法改正に伴う福祉事務所の組織改正により、 

四課制（総務、福祉調整、福祉推進第一、福祉推進第二)となる。 

  平成 ９年 ４月 １日 県行政組織規則等の一部改正により、百石町及び下田町が三戸地方福

祉事務所の所管となる。管内管轄地域は７町２村（野辺地町、七戸町、

十和田湖町、六戸町、横浜町、上北町、東北町、天間林村、六ヶ所村） 

 

（３） 旧こども相談総室（七戸児童相談所） 

  平成１２年 ４月 １日 八戸児童相談所七戸支所として七戸合同庁舎内に設置される。管轄区 

域２市７町２村（十和田市、三沢市、野辺地町、七戸町、十和田湖町、 

六戸町、横浜町、上北町、東北町、天間林村、六ヶ所村） 
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（４） 上北地方健康福祉こどもセンター 

  平成１４年 ４月 １日 県行政機構の一部改正により、上北地方健康福祉こどもセンターが開

設され、総務企画室、保健部、福祉部、こども相談部が設置される。上

十三保健所、上北地方福祉事務所、七戸児童相談所は上北地方健康福祉

こどもセンター併置となる。 

            ア 総務企画室が設置され、センターの庶務事務、企画を担当する。 

            イ 保健部の保健予防課及び生活衛生課は旧十和田保健所庁舎に、健康増

進課は旧三沢保健所庁舎に配置となる。 

  十和田保健所及び三沢保健所は統合し、上十三保健所と改称する。 

ウ 福祉部は福祉調整課、福祉推進第一課、福祉推進第二課の三課体制と

なる。  

エ こども相談部はこども相談第一課、こども相談第二課の二課体制とな 

る。  

八戸児童相談所七戸支所は七戸児童相談所と格上げになる。 

  平成１５年 ４月 １日（福祉部）組織改正により福祉推進課が生活保護単法制となる。 

平成１６年 ４月 １日（福祉部）組織改正により福祉推進課が保護課となる。 

  平成１７年 １月 １日 十和田市と十和田湖町が合併し十和田市となる。 

  平成１７年 ３月３１日 七戸町と天間林村が合併し七戸町となる。東北町と上北町が合併し 

             東北町となる。 

  平成１８年 ３月３１日（保健部）行政改革により三沢庁舎が廃止される。 

  平成１８年 ４月 １日（保健部）健康増進課が十和田庁舎に配置となる。 

  平成１９年 ３月３１日 組織改正により上北地方健康福祉こどもセンターが廃止となる。 

 

（５） 上北地域県民局 地域健康福祉部 

  平成１９年 ４月 １日 組織改正により、上北地域県民局地域健康福祉部が開設され、企画調

整室、保健総室、福祉総室、こども相談総室が設置される。上十三保健

所、上北地方福祉事務所、七戸児童相談所は上北地域県民局地域健康福

祉部併置となる。 

            ア 企画調整室は部の庶務事務、企画を担当する。 

            イ 保健総室は指導予防課、生活衛生課、健康増進課の三課体制となる。 

ウ 福祉総室は福祉調整課、保護課の二課体制となる。 

エ こども相談総室は二課体制から、障害・地域支援と養護・非行等支援

の二グループ制となる。 

  平成２０年 ４月 １日 組織改正により、企画調整室は廃止、福祉総室とこども相談総室が統 

             合されて、福祉こども総室となる。 

            ア 部の庶務事務、企画は保健総室指導予防課が担当する。 

            イ 福祉こども総室は福祉調整課、保護課、こども相談課の三課体制とな

る。 

平成２６年 ４月 １日 組織改正により、福祉こども総室は福祉調整課、保護第一課、保護第 

             二課、こども相談課の四課体制となる。 
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  平成３０年 ４月 １日 組織改正により、福祉こども総室は青森県型地域共生社会担当、福祉 

              調整課、保護第一課、保護第二課、こども相談課の四課一担当体制と 

              なる。 

  令和 4 年 ４月 １日 組織改正により、福祉こども総室は福祉調整課、保護第一課、保護第

二課、こども相談課の四課体制となる。 
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３ 機構図と分掌事務 

（１） 機構図（令和 6年 4月 1日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部内の庶務、医事、薬事、感染症、エイ

ズ、結核、医師・看護学生実習、保健統

計調査 

健康づくり事業、栄養改善、母子保健、

歯科保健、自殺対策、精神保健福祉対

策、難病対策、市町村保健活動支援、保

健・医療・福祉包括ケアシステム等 

食品衛生、生活衛生等 

母子相談及び母子・父子・寡婦福祉資金の貸

付等、配偶者からの暴力に関する相談 

保健・医療福祉包括ケアシステム等 

〒039-2594 

七戸町字蛇坂55-1 

TEL 0176-62-2145 

FAX 0176-62-2454 

（福祉調整課・保護第一課・ 

保護第二課） 

TEL 0176-60-8086 

FAX 0176-60-8087 

（こども相談課） 

 

次  長 

（児童相談所長） 

 

次  長 

保 護 第 一 課 生活保護 

福 祉 調 整 課 

健 康 増 進 課  

生 活 衛 生 課  

指 導 予 防 課  

福祉こども総室長 

【福祉こども総室】 

（上北地方福祉事務所・七戸児童相談所） 

〒034-0082 

十和田市西二番町10-15 

TEL 0176-23-4261 

FAX 0176-23-4246 

保 健 総 室 長 

上
北
地
域
県
民
局 

地
域
健
康
福
祉
部
長 

（
福
祉
こ
ど
も
総
室
長
兼
務
） 

） 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

【保健総室】（上十三保健所） 

保 護 第 二 課 生活保護 … 

こ ど も 相 談 課 

・ 

要保護児童の一時保護・児童の養護・障が

い・非行・不登校・育成に関する相談、児童

虐待防止及び子育て支援、里親の育成、市町

村児童相談体制への支援、心理判定・心理治

療、医学診断 
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（２） 分掌事務 
 

保健総室 

 

指導予防課 

 １ 部内の庶務に関すること。 

２ 青森県保健医療計画に関すること。 

３ 健康危機管理に関すること。 

４ 感染症予防に関すること。 

５ 結核予防に関すること。 

６ 医務関係施設の許認可及び監視指導に関すること。 

７ 薬務関係施設の許認可及び監視指導に関すること。 

８ 人口動態、保健統計調査に関すること。 

９ 地域保健関係者研修・医師臨床研修・看護学生研修等に関すること。 

 

生活衛生課 

１ 食品営業関係施設の許認可・登録及び監視指導に関すること。 

２ 食中毒防止、不良食品対策に関すること。 

３ 生活衛生営業施設等の許認可及び検査確認等に関すること。 

４ 特定建築物衛生対策に関すること。 

５ 飲料水の衛生対策に関すること。 

６ 温泉及び化製場等に関すること。 

 

健康増進課 

１ 健康づくり（健康あおもり２１・圏域計画）の推進に関すること。 

２ 栄養改善対策の推進に関すること。 

３ 母子保健対策の推進に関すること。 

４ 歯科保健の推進に関すること。 

５ 精神保健福祉対策の推進に関すること。 

６ 難病対策の推進に関すること。 

 ７ 保健・医療・福祉包括ケアシステムの推進に関すること。  

８ 保健師・栄養士の人材育成に関すること。 

 ９ 市町村の保健福祉事業への支援に関すること。 

10 地区組織の育成（食生活改善推進員、保健協力員等）に関すること。 
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福祉こども総室 

 

福祉調整課 

１ 母子及び父子並びに寡婦福祉資金の貸付及び償還に関すること。 

２ 配偶者からの暴力防止に関すること。 

３ 民生委員・児童委員に関すること。 

４ 日本赤十字事業に関すること。 

５ 災害（人的被害、住家・非住家被害、社会福祉施設被害）及び災害に関する部内取りまと

めに関すること。 

 

保護第一課及び保護第二課 

１ 生活保護に関すること。 

  野辺地町、七戸町、六戸町、横浜町、東北町、六ヶ所村 

 

こども相談課 

１ 児童の養護（虐待を含む）・保健・障がい・非行・育成等に係る相談、調査、指導及び措置 

  に関すること。 

２ 市町村の子ども家庭相談の支援に関すること。 

３ 子ども虐待防止対策事業に関すること。 

４ 心理判定・心理治療に関すること。 

５ 医学診断及び指導に関すること。 

６ 社会福祉統計に関すること。 

７ 里親に関すること。 

８ 里親会の育成指導に関すること。 
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（３） 各総室課別・職種別職員数              （令和６年４月１日現在）
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４ 令和６年度上北地域県民局地域健康福祉部運営方針 

 

（１） 部組織目標 
ア 住民がヘルスリテラシーの向上を目指して健康で長生きし、安心して子どもを産み育てられ

る地域になるため、市町村等関係機関と連携し、保健・医療・福祉サービスの充実を図る。 

イ 管内市町村への適切な支援の推進 

 

（２） 各総室組織目標及び目標値 
（保健総室） 

ア 組織目標 

（ア） 健康危機管理体制の維持・強化 

（イ） 予防を重視した保健・医療・福祉包括ケアシステムの充実 

（ウ） 健康づくりの推進 

（エ） 食品衛生及び生活衛生水準の維持向上 

 

イ 取組方針 

（ア） 健康危機管理体制の維持・強化 

     ａ 健康危機管理体制の維持・強化 

     ｂ 結核などの感染症対策における地域連携の推進 

     ｃ 医療安全対策の推進 

        薬事監視率 ３年に１回全施設監視又は全施設の４０％以上 

（イ） 予防を重視した保健・医療・福祉包括ケアシステムの充実 

     ａ 在宅医療・介護連携推進事業の実施 

     ｂ 難病患者地域支援対策推進事業の実施 

（ウ） 健康づくりの推進 

   ａ 自殺予防対策の実施 

   ｂ 空気クリーン施設の増加 

 新規認証件数１５件（うち飲食店４件） 

   ｃ 肥満度測定未実施の保育所・幼稚園の給食施設に対し、肥満度測定を働きかける 

ｄ 糖尿病重症化予防対策研修会を開催する 

  （エ） 食品衛生及び生活衛生水準の維持向上 

     ａ 食品衛生監視指導計画に基づく立ち入り検査の確実な実施 

ｂ 生活衛生関係施設について、３年に１回全施設を監視 

ｃ 食品衛生及び生活衛生に係る知識向上のための事業を実施 
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（福祉こども総室） 

ア 組織目標 

（ア） 遅滞のない福祉サービスの提供 

（イ） 生活保護（変更）申請等に対する迅速な初動調査の実施 

（ウ） 児童相談業務における実施体制の強化 

（エ） 収入未済の解消に向けた取り組みの強化 

 

イ 取組方針 

（ア） 遅滞のない福祉サービスの提供 

 標準処理期間の設定があるものはその期間内、また設定が無い場合でも速やかに各種申

請や届出等に対応する。 

（イ） 生活保護（変更）申請等に対する迅速な初動調査の実施 

生活保護申請については、申請受理後法第 29 条による資産調査及び初回面接を１週間

以内に 100％実施し、法定期限内処理率 50％以上で処理する。 

  保護変更申請については、法定期限内処理率 90％以上で処理する。 

（ウ） 児童相談業務における実施体制の強化 

  虐待通告における４８時間以内の児童の安全確認 １００％ 

  虐待通告 受理会議即日か翌日開催、虐待相談以外の相談受理１週間以内開催１００％ 

里親委託率 前年度以上（前年度 ２０．４％） 

（エ） 収入未済の解消に向けた取り組みの強化 

収入未済対策会議を定期的に開催し、滞納者個々の滞納原因を把握の上、納入指導方法

等の検討により納入指導を実施し、母子父子寡婦福祉資金償還金等の収入未済の解消を図

る。 

       ○福祉事務所 

・生活保護法６３条、７８条の現年度新規調定分及び現年度新規返納分 

完納又は一部納入件数の割合 前年度以上（R6.3.31 現在：８９．４％） 

・母子父子寡婦福祉資金の償還率 過去５年間の平均値以上（R6.3.31 現在：６３．９％）

以上 

○児童相談所 

・児童福祉施設入所等費用の滞納金収納率 過去５年間の平均値以上（R6.3.31 現在：

１９．７％） 
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５ 令和６年度 健康相談等日程表                   （保健総室） 

                                                       

１ ※印は、「実施日」が祝祭日である等の事情により、「実施曜日」以外の日になっている。 

２ ＨＩＶ（エイズ）、Ｂ型及びＣ型肝炎検査、療育相談、精神保健関係の相談は要予約。 

 

場 
所 種      類 

対    象 

（内  容） 受付時間 実施曜日 
６年 

４月 

 

５月 

 

６月 

 

７月 

 

８月 

 

９月 

 

１０月 

 

１１月 

 

１２月 

７年 

１月 

 

２月 

 

３月 

上 
 

 

十 

 

 

三 

 

 

保 

 

 

健 

 

 

所 

結 核 診 査 協 議 会  

結核患者の就業制限及

び医療費公費負担申請

書の審議 

15:30～16:30 

第 ２ 水 - 8 12 10 ※7 11 9 13 11 8 12 12 

第 ４ 水 24 22 26 24 28 25 23 27 25 22 26 26 

結 核 接 触 者 健 診 結 核 患 者 接 触 者  9:30～11:00 火 

- 7 4 2 6 3 1 5 3 7 18 11 

23 21 18 16 20 17 15 26 17 28 25 18 

ＨＩＶ（エイズ）に 

関 す る 相 談 
希  望  者 13:30～14:30 

第 １ 火 - 7 4 2 6 3 1 5 3 7 ※18 ※11 

第 ３ 火 ※23 21 18 16 20 17 15 ※26 17 ※28 ※25 18 

Ｂ型及びＣ型肝炎検査 
県内市町村に住所を有

し、過去に検査を受け

たことがない希望者 

13:00～13:30 

第 １ 火 - 7 4 2 6 3 1 5 3 7 ※18 ※11 

第 ３ 火 ※23 21 18 16 20 17 15 ※26 17 ※28 ※25 18 

療  育  相  談  発達が心配な乳幼児 9:00～11:30 第 ４ 水 24 22 26 24 28 25 23 27 25 22 ※19 ※12 

女 性 健 康 相 談 思春期から更年期に至る女性 随時 - - - - - - - - - - - - - 

精 神 保 健 福 祉 相 談 精神・神経・飲酒等の相談 13:00～14:00 第 ３ 水 17 15 19 17 21 18 16 20 18 15 ※5 19 


